
 

 

 

国連気候変動枠組条約（UNFCCC）第 23 回締約国会議（COP23）が、2017

年 11 月 6 日から 17 日までドイツ・ボンにて開催された。第 47回実施に関

する補助機関会合（SBI47）では、「途上国における森林セクターの組織ア

レンジメントを含めた緩和活動実施の支援の調整（Coordination of support 

for the implementation of activities in relation to mitigation actions in the 

forest sector by developing countries, including institutional 

arrangements） 」と題された REDD+に関連する交渉が行われた。この議題

の論点は、REDD+実施のための資金などの支援を調整する組織を UNFCCC

の下で設立する必要があるかどうかである。そもそもこの議題は、REDD+

の主なルールがワルシャワフレームワークとして合意された COP19（2013

年）において交渉が行われたものの、議論が収束せず、今回の SBI に先送り

された経緯がある（山ノ下 2014）。 

COP19 当時、REDD+のレディネスに対する支援は行われていたが、REDD+

の成果支払いについては全く見通しが立っていない状況であった。REDD+

成果支払いに関する国際的な仕組みの構築にはかなりの時間を要してお

り、4 年が経過した現在も成果支払いが行われた実績はないが、それに向け

て動き始めているスキームは存在する。UNFCCC の資金機関の一つである

GCF（緑の気候基金）では、2017 年９月に、REDD+成果支払いのパイロッ

トプログラムが総額 500 百万 US$で実施されることが決まり（GCF 

2017a）、運用ルールを含めた公募要領のドラフトが公開されたところであ

る（GCF 2017b）。また、世界銀行が中心となり設置した FCPF（森林炭素

パートナーシップファシリティー）のカーボンファンドでも REDD+の成果

支払いの実施に向けて作業が進んでおり、19 カ国が提案書を提出、そのう

ち 6ヵ国（チリ、コスタリカ、コンゴ民主共和国、ガーナ、メキシコ及び、

コンゴ共和国）が最終段階の契約交渉に入っている（FCPF 2017）。 

しかしながらこのような状況の変化は、これまでの「新たな REDD+支援調

整組織が必要」と主張するアフリカ諸国を中心とする途上国と、「既存の

組織以外は今のところ不要」とする先進国の意見を収束させるには至ら
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ず、本議題に関する合意文書も作成されなかった（注）。むしろ、中南米諸国

を中心とする一部の途上国が先進国と同じ見解を示したことで、途上国間の

温度差が明確になったと考えられ、本議題における合意形成は今後も難航す

ると予想される。ただこれが、現在実施が進んでいる REDD+の今後の展開に

影響を及ぼすことはほとんどないと考えられる。 

REDD+はこれまで、二国間・多国間の援助機関や NGO 等を通じてレディネ

ス支援が行われているのに加え、UNFCCC の資金供与機関である GEF（地球

環境ファシリティ）と GCF も REDD+を直接、間接的に支援してきたが、各

国への資金の配分や支援活動内容については、それぞれの組織間同士のコミ

ュニケーションに任されてきた。これらの国際支援を受けて REDD+の準備状

況を整えた途上国は、GCF や FCPF のプログラムへの参加を通じた REDD+の

成果支払いへのアクセスの見通しが立っている状況にある。一方で、REDD+

の実施を希望していても必要なレディネス支援を十分に受けられていない国

も存在する。2006年以降 REDD+活動関連資金を受けた国は 80か国以上ある

が、そのうち 19%がインドネシア、17％がブラジル、15%がそれに続く上位

4 か国（ペルー、ガイアナ、コンゴ民主共和国、リベリア）に向けられたも

のであった（Norman and Nakhooda 2014）。また、現状において、GCF と

FCPF を通じた成果支払いは期間限定的である上に、その期間中に REDD+実

施国が達成するであろう排出削減量すべてに対して支払うための資金が準備

されているわけでもない。このことが、REDD+後発国の焦りや不満につなが

っていると考えられる。 

今後の REDD+の課題としては、パイロット的に始動している成果支払いの実

施を通じて、REDD+の気候変動対策としての有効性を実績として示すことが

重要である。そうすれば、排出削減ポテンシャルの高い森林分野への資金を

確保することにつながり、REDD+成果支払いを継続的に途上国の努力に見合

う十分なスケールで実施することができるようになるだろう。一方で気候変

動緩和策としての観点からすれば、REDD+で一部の森林減少、劣化が激しい

国に重点を置き、早急に大きな排出削減量を達成することは間違いではない

が、公平性の観点も考慮する必要がある。REDD+は森林の生態系サービスの

強化につながり、実施国の気候変動適応や持続可能な開発に貢献しながら排

出削減を達成できる。REDD+成果支払いのメカニズム構築と実施を進めるの

と同時に、今後も必要な国に対してレディネス支援を継続し、REDD+に参加

できる国をさらに増やしていくことは大きな意味があると考える。 

REDD+の準備が進む国に対す

る成果支払いを実施していく

ことに加え、REDD+の気候変

動適応や生態系サービス強化

機能に着目してレディネス支

援も継続し、参加国を増やす

ことが重要である。 

 

注：通常、論点に対する合意形成がされなくても「引き続き議論をする」等のこれからの予定に関する合意文書が作成されるが、今回

はそれも作成されなかった。これはその議題で大きな意見対立があると一般的に理解される。合意文書が作成されなかった議題は、

UNFCCCの手続き上のルールに従って SBI次回会合で交渉がやり直される。 



 

 

PAGE 3 IGES BRIEFING NOTE ON REDD+ NEGOTIATION 

 
 

  

サイドイベントでは毎年恒例となっている国連環境計画（UNEP）の「Emission 

Gap Report 2017 （UNEP 2017）」に関する発表が複数回行われた。第 8版目と

なるこのレポートでは、森林がこれまでよりもフォーカスされている。レポー

トは、2100 年の気温上昇を 2 度以内に抑える排出パス（emission reduction 

pathway）と現行政策シナリオ（current policy trajectory）における 2030年の年

間排出量の差（ギャップ）は 17 GtCO2e もあり、各国が提出した NDC（自ら定

める国別目標）が 2030年までに完全に実施された場合でもなお 11-13.5 GtCO2e

ものギャップが残ることを示し、各国が NDC をより野心度の高いものへ見直す

ことが急務であると警告している。一方で、各セクターで費用対効果の高い方

策のみを追加的に実行することでこのギャップは埋まり、 2度目標の達成は努力

次第で可能であるという希望を示している。植林（特に荒廃地再生）と森林減

少防止は、太陽光発電、風力発電、高効率家電、高効率自動車と並んで、この

ギャップを埋めるために各国が NDC 修正において検討すべき、削減ポテンシャ

ルが高く費用対効果と実効性がすでに証明されている 6つのカテゴリーとして示

されている。この 6 つのカテゴリーは、現行政策シナリオにおける 2030 年の年

間排出量を 18.5 GtCO2e（そのうち森林減少防止と植林だけで 5.3GtCO2e）削減

するポテンシャルがあると推定している。既存の成功した政策措置として、森

林減少防止ではブラジルの「アマゾンの森林減少防止と管理のためのアクショ

ンプラン（コストは平均 US$13/tCO2）」、植林では中国、コスタリカ及び、韓

国で実施された政策が挙げられ、費用対効果が高く、他国でも参考にできる政

策措置であるとしている。 

森林管理が気候変動緩和において重要な役割を担っていること、費用対効果が

高いこと自体は目新しい情報ではないが（例えば IPCC 2014）、国際社会がパリ

協定の下で 2度ないしは 1.5度目標に取り組もうとしているこのタイミングで、

森林管理がより野心的な NDC のために検討すべきカテゴリーとして取り上げら

れたことは特筆すべきであろう。他の森林関連サイドイベントでも、パリ協定

の目標実現において森林分野の貢献は不可欠であることが科学的に示されてい

るにもかかわらず、その効果的な活用が不十分である現状について「森林分野

は舞踏会に招かれていないシンデレラ」と例えて指摘した発表があった。実際

に森林分野には、気候変動緩和対策に拠出された資金全体の 2％のみしか配分さ

れていない（Climate Focus 2017）。一方で、増加する世界人口にともなって必

要となる食糧増産を考慮すると、森林と農地の競合など土地資源をめぐる問題

は深刻化する可能性があり、このことが気候変動緩和策として森林分野に大規

模投資を進めることを難しくしているとも考えられる。このことについては、

現在 IPCCでは特別報告書「気候変動と土地」（2019年完成予定）の準備が進ん

植林と森林減少防止は、コス

トと実現可能性の観点から、

野心度の高い NDC への修正

において注目すべきカテゴリ

ーである。 

2. サイドイベント 

「エミッション・ギャップ・レポート」における森林関連の報告 

将来、森林と農地の競合等の

土地資源問題が深刻化する可

能性があり、土地セクターの

効果的な気候変動緩和策につ

いての検討が重要となる。 
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森林に関連するサイドイベントの中で特徴的だったのは、国際的な農作物のサプ

ライチェーンが森林減少を引き起こしているという問題が多く取り上げられてい

たことである。2020 年までにサプライチェーンからの森林減少をなくすこと（ゼ

ロ・デフォレステーション）を目標の一つに掲げた「森林に関するニューヨーク

宣言（2014 年国連気候サミット）」には、日本を含む政府、市民団体に加え、約

50 の企業が署名している。この宣言の下での取り組みを促進するための国際的な

プラットフォーム「森林に関するニューヨーク宣言のグローバル・プラットフォ

ーム」の発足も、国連開発計画（UNDP）によって今回の COP 期間中に発表され

た。 

UNFCCC の公式サイドイベントであるフォレスト・デーでは「主要なサプライチ

ェーンから森林減少を排除する取り組みの新たな展開」と題されたセッションが

設けられた。通常 UNFCCC のサイドイベントでは、政府高官や著名な研究者らが

モデレータを務めることが多い中、ユニリーバ社のサステイナビリティ最高責任

者がその役を務めたことで、民間企業がこの課題に積極的に取り組んでいるとい

う強い印象を与えた。セッションでは、マース社とウォルマート社がそれぞれの

サプライチェーンのゼロ・デフォレステーションに関するコミットメントについ

て説明した。マース社は新しい企業方針として、森林減少をサプライチェーンか

ら排除することで自社のカーボンフットプリントを 2025 年までに 27%、2050 年

までに 67%減少させる数値目標を掲げた。ウォルマート社は、商品のバイヤーと

して取り組んでおり、第一歩として自社のプライベートブランドに関しては、ブ

ラジルから輸入される牛肉について「森林減少が顕著でない地域で生産されたも

のであることを地図情報で証明する」という新しい要求事項を設けたことを説明

した。ノルウェー気候環境大臣は、企業のゼロ・デフォレステーションは重要で

あるが、そのための投資が不足していることを指摘し、2017 年のダボス会議で公

表した、経済成長と森林保全の双方に配慮した農業投資をレバレッジするための

新しい基金について紹介し、協働を呼び掛けた。ノルウェー政府、ユニリーバ

社、GEF が主導するこの基金は、2020 年までに 5 百万 ha の熱帯林と泥炭湿地を

保全することをターゲットとしている。 

これまでも CSR 活動の一環として森林保全や植林を行う企業は少なくなかった

が、現在は国際的な大企業が企業方針の重要な要素として積極的に取り組むよう

になっている。その背景には、企業が森林減少をビジネスリスクやビジネスチャ

国際的な大企業は、ビジネス

リスク・チャンスを考慮し

て、サプライチェーンのゼ

ロ・デフォレステーションに

取り組みはじめている。 

サプライチェーンにおけるゼロ・デフォレステーション 

でおり、科学的知見が取りまとめられることになっている（IPCC 2017）。上述し

たように REDD+は成果支払いの実施段階に入っており、エミッション・ギャッ

プ・レポートレポートがそれを後押しするシグナルとなることに期待したい。他

方で IPCC 特別報告書によりとりまとめられる科学的知見を踏まえ、森林分野や農

業分野を含めた土地セクターの効果的な気候変動緩和策について検討を深めるこ

とが今後非常に重要になると考えられる。 
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